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理工学部創生科学科 設置の趣旨を記載した書類 

 

 

ア 設置の趣旨と必要性  

 

１）教育研究上の目的 

20 世紀の繁栄は，技術の進歩によりもたらされた。しかし，今後の四半世紀には，地球温暖

化，資源エネルギーの枯渇，少子高齢化社会，社会的活力の減退など，さまざまな世界的な規模

での問題が顕在化し，それらへの対処が求められることになる。問題解決のためには，「豊かな生

活の追求」という価値観から，「調和と協調」すなわち，多岐にわたる領域に横断的に存在する「さ

まざまな共生」に価値を見いだすパラダイムシフトが必要となる。言葉を変えれば，今後の我が国

が取り組むべき主要な課題は，自然環境と産業・社会の調和，文化創造と社会・経済の連動であ

る。それらはもはや単機能的な「技術」の追求だけからは達成することはむずかしく，「自然と

社会の協調」をどのように進めてゆくか, また, 「人間の知恵と心の豊かさ」をどのように創造

してゆくかに関する, 科学的かつ総合的なアプローチを新しい価値観の下で遂行することが重要

となる。 
創生科学科の教育研究の目的は，技術者として要求される従来の知識に加えて, この新しい価

値観を身につけ, 近未来の世界的規模の問題解決に貢献する「理系ジェネラリスト」の育成であ

る。理系ジェネラリストは，自らの技術を深化させ発展させる能力と，その技術の利益と損失，自

然環境・社会に与える影響を理解する能力をあわせ持つ必要がある。 
 創生科学科では，さまざまな科学領域に共通する基本としての物理学や数理学に関する概念と

それに関わる技術・方法・価値を体系的に学生に理解，習得させる教育・研究をおこなう。さら

に，その基本を多様な領域に適用する横断的な能力・資質を養うことにより，科学的で俯瞰的な

視点から社会の諸問題を理解・判断・解決できる能力を身につけさせる。特に，いわゆる理系と

文系を横断する学際領域も重視し，理系ジェネラリストに不可欠な, 文と理の接点で活躍できる

能力を付与する。 

大学設置基準の大綱化以降，専門教育の比重が増し，多様な領域にわたる数多くの高度な専門

科目を早い時期から学生に履修させる傾向が強まった。その結果，教育の断片化を招き，学生が

教育課程修了時に得る, 高度ではあっても断片的な知識・能力では, 必ずしも世の中に通用しな

い状況，いわゆる教育の質が保証されない問題を生んだ。創生科学科では，確かな基礎知識と全

体を俯瞰できる能力を身につけさせるために，教育課程の体系の各段階で学生が獲得すべき能力を

明確に示し, 学士課程教育を質的に保証する。このような教育・研究を通じて，創生科学科は, 
「自然と社会の協調」および「人間の知恵と心の豊かさ」を求め，「自然環境の一員としての

人」の知の発展(知の創造と継承・発展)を保証するシステムを構築し，人材の育成に貢献する。 
 

２）教育・研究の理念と対象とする学問分野 
創生科学科における教育・研究の理念は，目の前にあるさまざまな現象を解明し，その結果わ

かる共通性・法則性を異なる領域に適用する科学的な方法論を確立し，その方法論の適用範囲を， 
極小世界である「物質」，極大世界である「自然」，社会的世界である「人間」，さらに人間の

情報処理過程の世界である「知能」へと拡大することにある。本学科が養成する人材は，着実な

基礎力を備えているだけでなく，諸問題間の有機的つながりを理解する能力，多様な領域へ適用

できる能力を持つことに特長がある。一般に，科学・技術が扱う問題は解析型と合成型の２つに

分類される。前者は存在する事象・現象の性質を明らかにする問題であり，後者は多くの事象・

現象の中から適切なものを選別し合成して要求された特性を充足する問題である。普通，理学す

なわち「現象の探求」が解析型，工学すなわち「ものづくり」が合成型の代表となる。そして，解析
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と合成の両側面を有する学問が「理工学」であり，現実には，繰り返し双方の領域は相補的かつ

複雑に絡み合わされ，融合している。 
創生科学科では，物理学と数理学の手法を基礎とし，理系・文系を問わない領域を実践領域と

して，科学的問題解決の方法，理論を探求する教育をおこなう。科学的問題解決は，さまざまな

状態における現象から情報を観測・抽出し，モデルを構築してその特性を解明し，より改善された

モデルに変換し，再生する一連の手順によって行われるが，この手順を我々は「科学のみちすじ」と

呼ぶ。一方, 手順を展開する実践領域を「フィールド」と呼ぶ。本学科の教育により培われる能力は，

精密精細な学問知識だけではなく，「科学のみちすじ」を多様な「フィールド」で活用可能なように

定式化し，多分野にわたる問題に直面した場合でも，さまざまな手法や理論を組み合わせて解決に向

かうことができる統合力と汎用力である。 

 

３）理工学の要請 ( 理学と工学の融合 ) 

近年顕在化した地球環境の問題，資源枯渇の問題，そして急激な経済変動は，従来型の技術

者，指導者の限界と問題点を露呈した。この反省と対応は急務であり，自らの技術のさまざまな

分野への影響を科学的・統合的に解明・評価し，適切な判断をもち前進する人材が必要である。

そのためには，ものづくりの「工学」と事象の解明の「理学」が協同して，その育成に当たるべ

きである。 

自然，物質，人間，知能の事象・現象から情報を取り出し解明すること，それを人の暮らしに役立てる

こと，これが「科学・技術」の役割である。この道筋を単純化すれば，前半が科学＝理学，後半が技術＝

工学の学問体系ということになる。実際には，このように段階的でもなく，双方の要素・目標は相補的か

つ複雑に絡み合っている。そのため，工学と理学が協同・融合し，研究・教育にあたる「理工学部」が本

学に生まれた。理工学部の教育・研究理念は,「持続可能な社会の発展を目指した感性豊かな創造性に富ん

だ未来を切り拓く自立型技術者，研究者を育成する」ことである。 
理工学部に新たに創設する創生科学科は, この理工学部の教育研究理念の一層の前進をはかり，「深い教

養」と「真の独創性」の育成をさらに増強するために，より徹底した物理学・数理学の基礎と方法論の教

育を行う。また，広く自然科学および人文・社会科学にわたる教養教育を加える。具体的には，おもに現

象解明の道筋・手法そしてモデル化とその応用という方法論を重視する「科学のみちすじ」の教育を行

い，機械，電気，情報，経営の各分野で専門的な応用としての「ものづくり」の教育を担当する技術・工

学系の学科と協同し，理学と工学が相補的に統合された理工学部をめざす。本学科の設置は，理学に関

わる科目群を他学科に対して公開し，相互に乗り入れることにより，「理学」の厚みを一層持た

せ理工学部全体の教育条件を大きく向上させるものである。 

 

４）人材養成と進路 

（ａ）養成する人材と習得させる能力 
  本学科で養成する人材は，21 世紀を担う「理系ジェネラリスト」である。すなわち一つの分野

に限定した技術者ではなく，さまざまな既存の分野を俯瞰でき，社会的視野を有し，応用力・学

際的総合力を持つ人材である。 

 本学科の教育を通じて育成される「理系ジェネラリスト」として必要な能力は， 
(１) 科学的方法論の応用力： 
   「科学のみちすじ」の教育で習得した概念，思考，方法，技術を各分野に適用する。 

(２) 科学的な評価力と判断力： 
   社会的視野を持ち，自らの技術がもたらす利益と損失を理解しながら，同時に，自然環 

境・社会に与える影響を認識する。 
(３) 科学的・論理的な思考力： 
   各専門領域を横断的に理解・判断し，科学的視点から，科学的思考により問題を解決する。 

(４) 複数領域を俯瞰する統一的な理解力： 
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   さまざまな領域の科学を俯瞰，客観し，統一的に理解でき，基本にある概念や価値・技術

を多様な領域に適用できる。 
(５) 情報伝達力： 

   異なる分野の人と共通の視点からコミュニケーションできる。特に，理系と文系の接点で

能力を発揮する。 
(６) 教養力： 

   「理」の分野に限定せず，人間とその営みや知能についての教育，語学教育を通じた幅広

い知識，素養を持つ。 

 図１に，創生科学科で養われる力と理系ジェネラリストの要件との関係を示す。 
「科学のみちすじ」は物理学と数理学という理学の考え方が母体になっている。従って，創生科学科の

卒業生の持つスキルの基本部分は物理学科に近い。主要な国立，私立大学の物理・応用物理系学科の卒業

生が，大学で受けた教育が卒業後にどのように役だったかというアンケートに答えた結果 (平成 15-16 
年 科研費 研究基盤(C)「大学卒業生の進路に対応した基礎物理教育の調査，研究」(代表者 東京農工

大学 覧具博義)より) を図２に示す。この図から，物理系の教育が，特に「論理的に考えプレゼンテー

ションできる」，「本質的な要素の抽出・モデル化」，「新技術を理解し利用できる」に役立っているこ

とが分かる。そして卒業後，時間が経過し，地位が上がるほど，その認識は高くなっている。物理系の教

育を重視する創生科学科では，「現在業務を支える基礎になっている」も含め，この方向をさらに高める

ことにつとめる。またこの図からは，物理系の教育だけでは，「他業種と人々とのコミュニケーション」

が非常に弱いこともわかる。創生科学科は，従来の物理学科のように，物質，自然分野に限定するもので

はなく，生命，人間とその営み，情報処理過程等についても教育し，かつ，語学教育も重視して，文系分

野にも強い人材，分野の異なる人材と視点を共有でき，コミュニケーションできる人材の育成をはかる。 

【資料１：図１ 創生科学科で養われる力と理系ジェネラリストの要件】 

【資料２：図２ 主な大学の物理・応用物理系学科の卒業生のアンケート結果】 
 
（ｂ）卒業後の進路と人材のニーズ 

<進路> 
 卒業する学生は，基本的な技能，科学的な判断力，科学的思考力を持ち，「創生科学」を体得

し，物質，自然，人間，知能領域の知識・技能を持つ「理系ジェネラリスト」である。卒業後の

進路としては，幅広い領域を想定する。物理・数学に基づく科学的評価力，客観的判断力を武器

として，リーダーシップをとることが期待される（図３）。 

(1) 分野を横断する企業，官庁の戦略リーダー，スタッフ， 起業家 
(2) 外国語の能力を生かした国際的企業でのジェネラリスト，グループ間，企業間のコミュニケ

ータ，コーディネータ，インタープリタ 
(3) 社会への説明，情報発信の役割など，旧来の技術者に欠けていた部分で重要な役割を発揮す

ることができる分野コーディネータ，テクニカルライター 
(4)「技術系学科」，「物理・応用物理系学科」と同様に専門性を生かすことができる，企業の

開発，生産部門や，官公庁の技術者，ＩＴ情報技術者，調査・分析スタッフ 

(5) 科学の教育，普及にたずさわる, 中高教員，科学コミュニケータ 
(6) より高度な能力と知識を得るために，研究者教育，リーダー教育，専門技術教育を目的とす

る大学院への進学。自然科学，人文・社会科学の探求をさらに推し進める学生は，学科上位

に設置を予定する専攻また法政大学の他大学院で，研究者教育を受ける必要がある。ものづ

くりに目標をもった学生は技術系の専攻へ進学し，より高度な専門技術教育を受ける必要が

ある。さらに分野を広めるために，他大学の大学院へ進学することも可能である。学内外の

大学院への進学希望者には，3，4 年次の演習，卒業研究プロジェクト等を通しても積極的な指

導を行う。 
【資料３：図３ 卒業生の進路】 
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<理系ジェネラリストの進出が必要な例>  

 理系ジェネラリストは，さまざまな業種，分野，局面で必要とされるであろう。ここでは日本

の高い技術の更なる活用が期待されている淡水化プロジェクトと，再生可能エネルギーの１つと

して期待のかかる風力発電プロジェクトの２つの例を挙げる。 
中東における淡水化プロジェクトは，材料としての「海水」の供給から住宅の蛇口から出る

「飲料水」までの文字通り一筋の流れの完結である。また淡水化技術は，発展途上国における産

業排水や農業廃水による環境汚染防止にも利用される。日本は膜処理方式で高い技術を持ち，こ

の分野で世界に大きく貢献できる能力がある。しかしプロジェクトの成否には，淡水化の技術だ

けでなく上下水道など都市インフラの整備と運営など，社会的問題も大きく関係する。また風力

発電プロジェクトでは，立地の選定，風車の開発と製造，送電と配電のインフラ整備とコスト計

算，出力変動への対処など技術的な問題に加えて，景観や騒音問題に関する住民との調整，規制

緩和や税的仕組みの導入など，普及量増大にむけた政策の立案と遂行等が不可欠である。 
これらの例に見られるように世界的な観点から今後重要となるプロジェクトでは，理系か文系

かという枠では議論できない総合的なプロジェクトマネージメントが必要になる。それを担うの

が創生科学科で育成する理系ジェネラリストである。 

 

<理系経営者の必要性> 

 日本における財界，企業社長に理系出身者の占める割合は，表１に示すように 3 割でしかなく，

諸外国よりも圧倒的に少ない。先端技術，エネルギー，環境等の分野への進出等でしばしば日本

が出遅れる要因が，指導者の関心の薄さ，また科学的判断の遅さにあるとの指摘がある。今後，

日本が難局を乗り切り，発展し，世界に貢献するためには，この現状を打開することが必要であ

る。すなわち，総合的，俯瞰的な視野をもち，理と文の双方の領域にまたがる問題に適切，迅速

な判断を下せる指導者が社会をリードすることが重要である。本学科の養成する理系ジェネラリ

ストの中から，そう遠くない将来にこのような指導的人材が輩出することを期待している。 

 最後に，創生科学科の教育と進路の概念図を図４に示す。 

【資料４：図４ 創生科学科の教育と進路の概念図】 

【資料５：表１ 財界における理系出身者】 

 

 

イ 学科の特色  

 

１）教育・研究の特色 

 

 新世紀の科学・技術の対象が加速度的に分野拡大し複雑化するにつれ，多様な分野の密接な関

連のもとで複数分野の知識・技術の統合が求められてきている。「科学」だけでなく「科学の原

理」（メタ科学）を学び，複雑化する現象に対し，抽象的な論理の探求と実体の表す現象の統合

化をおこない，またそれだけでなく，脳や心の科学といった生命知能分野の解明と，環境に適応

しその知識を取り込んで同化・進化する(学習する)知識獲得プロセスの解明，複数の個体が相互

に協調しながら全体の秩序や構造全体を形成する知能創造能力の解明など，人間の持つ知能・知

識を正面から扱う必要も生じてきている。 

 表 2 に，創生科学科の教育目標と理系ジェネラリストに要請される能力との関連を示す。 
創生科学科のカリキュラム体系（専門基礎科目，専門基幹科目，専門展開科目）の中で，「科

学のみちすじ」は，科学法則構築の根源的価値の理解と歴史的な位置づけから始まる。さらに，

さまざまな状態における現象から情報を観測・抽出し，モデルを構築してその特性を解明し，それ

を４つの「フィールド（物質・自然・人間・知能）」に展開することによって，より改善された
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モデルに変換・再生するが，狙いは同一であり，すべてのフィールドに必修科目を配置する。 
物質・自然・人間フィールドでは，これまで発展を遂げた各分野に「科学のみちすじ」を適用

し，この枠組みが汎用的な価値を備えることを学ぶ。 
知能フィールドでは，自然現象のみならず社会現象あるいは人の心の中に現れる現象を「科学

のみちすじ」に適用し，論理的に構築・表現できる知能・知識処理の体系・手法を学ぶ。 
【資料６：表２ 教育の目標と理系ジェネラリストに要請される能力】 

 
(a)物質フィールドの研究教育の目的と特長 

 物質フィールドでは，原子，分子，固体そして人工物質まで，その性質の解明，応用を対象と

する。物質では，受動的な観測だけでなく，対象を能動的に制御するアクティブな実験が重要で

ある。このため，「科学のみちすじ」の第一歩として，計測方法と測定の基礎を「実験センサ技

術」の中で学ぶ。また，「物性科学計測」では物性を対象として測定し，その結果から物質構造

解析を目的とする「物質物性」を習得する。「量子エレクトロニクス創成」，「ナノ物質創成」

では，レーザーなどの量子現象の解析，ナノ物質などの創成を学習する。量子現象では高感度信

号検出および情報伝達による量子雑音の取り扱いが重要で，これらは「情報・信号と雑音」で扱

う。「情報・信号と雑音」では，量子コンピュータへの展開についても学ぶ。 

 

(b) 自然フィールドの研究教育の目的と特長 

 自然フィールドでは，自然現象，自然対象をそのままの形で観察，観測することが基本である

(もちろん実験という手段を取り入れる場合もあるが)。これが「科学のみちすじ」の第一歩であ

る。観察，観測に必要な手段として，まず計測方法と測定の基礎を「実験センサ技術」の中で学

ぶ。科学の対象は多様であり，具体的体験のために対象を絞る必要がある。自然フィールドの専

門展開科目では，おもに宇宙を扱う。「宇宙科学計測」で宇宙観測，宇宙の解明を試みる。「デ

ータ発見と仮想天文台」では，世界規模で開放されている仮想（サイバー）天文台を利用し，観

測を行うとともに，観測・測定された膨大なデータベースから天体情報を抽出し，天文学を体験

する。「計算科学・自然創生」では，膨張宇宙の数学モデルと観測された現象との対応について

体験する。宇宙のかけがえのない一部である地球環境については，「地球科学計測」，「リモー

トセンシング科学」により学ぶ。 

 

(ｃ) 人間フィールドの研究教育の目的と特長 

 人間フィールドの専門展開科目においても，「科学のみちすじ」の方法論を適用する。「科学

のみちすじ」の専門展開科目として，自然と人間の協調構造の分析・解明，人間の諸活動や社会

的な豊かさを解明・予測・創造するありかたを科学的かつ総合的に捉える能力を涵養する。 

専門基幹科目において言語，人間，社会・環境とその間の相互作用を分析・解明するための数

理的な技法を学び，専門展開科目において，自然と人間と社会の協調構造を分析・解明するため

の基本を習得する。「行動科学計測」では，人間行動を計測し分析する方法に取り組む。「人

間・環境科学分析」，「認知動態学」では，自然環境やある社会環境の中での人間と自然，人間

と人間の相互作用を解明する。「コーパス言語分析」では，さまざまな環境の中で生きる人間の

思考の道具でありコミュニケーションの手段でもある自然言語を数理科学的に分析する。「流通

経済システム」では，豊かさを求める人間の経済活動の中でも，特に物と金の流れを，モデル論

を用いて解明する。さらに「環境歴史論」では，1 万年の人間の営みと自然環境との相互作用を

解明する。 
 

(ｄ) 知能フィールドの研究教育の目的と特長 

 知能フィールドの狙いは，自律的な判断力，変化への適応力，自己学習による問題解決能力等
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の解明と再構築を探求することにある。すなわち，知能・知識のモデル構築を行い，その原理を

解明し，知能・知識技術を模倣させ，社会に適用できる技術を提供することである。各個体は自

律性や分散性を有すると同時に，社会との相互作用によって学習し，これに適応する能力を持ち，

秩序形成(自己組織化)を行う。環境と相互作用を通じて得られた知能・知識はエージェントある

いは知的ロボットによって実現され，自己組織化能力や知識獲得を通じて，新しい機能を創発す

る自律型機能を提示する。このような，発生・適応・学習・進化などの創発現象の解明・分析と

工学的模倣技術を用い，社会・経済組織などへ多大の貢献をするものとなる。 

これらの観点から，知能フィールドでは，５つの展開科目を設け教育課程を構成している。

「システム思考論」ではメタ科学の位置づけ・役割，つまり，さまざまな科学手法を横断的に比

較する能力を得る。「論理と推論」では，古典的な論理学にとどまらず，常識推論や仮説推論な

ど非単調性を有する論理構成を学ぶ。「知識獲得」と「知能創造」では，１つまたは複数エージ

ェントが知識を得る過程と知能主体間のやりとりの原理の解明と応用支援を学ぶ。これらを統合

し具現化する原理と構築技術を「知的ロボット」で学ぶ。「生命知能」では抽出することが難し

い生物学的な意味に対して，生命情報学の重要性に注目して，その現状と狙いを学び，またモデ

ル化と操作方式を習得する。 

 

２）教育の方針と教育の質の保証 

 

 平成 20 年 12 月に学士課程教育における学士力重視の答申がなされた。教育の質の保証を表す

「学士力」が示されたことにより，対応が遅れていた教育体系の立て直しと発展の具体化への方

策がとれるようになった。これに対応する技術者教育は急務であり，創生科学科はそうした方針

に則った教育体系を行う。 

 すでに多方面からの指摘があるように，教育内容・方法・学習評価を通じた教育の質の管理が

緩いことで，学士課程を修了しても何を会得したのかが保証されなければ，大学教育に対する信

頼は失われ，社会的意義や効能が見えなくなる。創生科学科では，学習成果を重視する観点から，学

位授与の方針や教育研究上の目的を明確化し，育成されるスキルに共通の基盤を確保するために，必

修科目を多く取り，また，フィールドで必要とする科目を指定する。また演習や実験をきめ細かく配

置することにより，実効性のある教育を実現する。「知識・理解」，「汎用的技能」，「態度・志向

性」，「総合的な学習経験と創造的思考力」の項目が示された「学士力」については，教育課程の各

段階での学習成果を明示して，その達成を保証するシステムを備える。 
【資料７：「学士課程教育の構築に向けて」中央教育審議会答申の概要】 

 

 物理学では，学士力に基づく学士課程教育を， 

(1) 法則と概念の基礎の理解 

(2) 数理的技法の習得・仮説設定・モデル構築 

(3) 自然現象のしくみを観測や実験の結果に基づき客観的に捉える態度の体得 

の 3 つに具体化している。 
物理学を柱の１つとする創生科学科が達成をめざす学士力は以下の 5 点である。 

(１) さまざまな領域の科学を俯瞰，客観し，統一的に理解でき，基本にある概念や価値・技術

を多様な領域に適用する応用力・学際的総合力 

(２) 各専門領域を横断的に理解・判断し，科学的視点から，科学的思考により問題を解決する

能力 

(３) 社会的視野を持ち，自らの技術がもたらす利益と損失を理解しながら，同時に，自然環

境・社会に与える影響を認識する能力 

(４) 「理学」の自然，物質分野に限定せず，人間とその営みや知能についての教育，語学教育
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を通じた幅広い素養 

(５) 異なる分野の人と共通の視点からコミュニケーションできる能力，特に理と文の接点で必

要な能力 

 これらの学士力は，学科の教育の基盤となる理系ジェネラリスト教育に関連づけて，ア．４）

（ａ）に示した 6 項目の理系ジェネラリストに必要な能力に強く関連づけられている。 
 学士力強化の具体化のためには，教育の体系化と質保証の取り組みが必要である。学部教育の

科目履修の体系には，代表的な「JABEE」があり，物理学，応用物理学分野でも取り組んでい

る大学がある。さらに情報系では，新たに「J07」という情報教育体系の導入の動きが急である。

創生科学科での教育は，科目履修体系の基盤は物理学，数理学に置くものの，人間系，情報系科

目も多く含まれる。従って JABEE や J07 の教育思想，仕組みを取り入れつつ，独自の科目履修

体系を持つことになる。 
そこで，教育の質保証については，目標管理の手法（いわゆる PDCA サイクル）を準用し，以

下のような４段階の取り組みを行う。 

 

PLAN    [カリキュラムの体系化] 

 カリキュラムにおいて，講義，実験，演習科目の多くを必修とし，かつ選択科目の履修指導を

徹底することにより，体系的かつ系統的な学習ができる体制を作る。自由に選ぶ選択科目も含め，

科目全体を体系化することにより，学生の学習の効率，授業の効率を高める。 

 そのための指標として，各科目ごとに(1)学習目標，(2)科目の構成と内容，(3)達成目標を明

示，(4)キーワードによる科目内容の明示等，いわゆるシラバスの充実化をはかる。また，履修

方法として，(5)科目間の関係の明示，(6)科目の履修順序の明示，(7)実験，演習科目と講義科目

の内容の連携をはかる。 

 

DO   [多様な授業の進行形態] 

 少人数教育により，学生の動機づけ，反応に敏感な授業体制をとる。授業では，テキスト，手

引き等を用いることを原則とする。また，式，図表，写真等のＰＣ表示，ファイル化は有効であ

り積極的に取り入れるが，学生の理解方法としてノート作りはおろそかにはできない問題である

ので，教員の板書と学生の筆記によるノート作成も重視する。 

 質保証の尺度である成績評価は最重要課題であり，出席，定期試験を主とするが，講義内の小

テスト，演習問題，レポート提出も重視する。また，講義ノート，実験ノートのチェックは重要

であり，評価の対象となる。 

 復習としての宿題，次テーマのための予習，また実験では，必要な数値，係数の算出などを課

題として与える。 

 テキスト，科目ホームページを公開し，Web 等を用いた自主学習の道も開拓する。また，これ

らの学習の支援として，オフィスアワーを利用する。 

 

CHECK   [質保証と効果の検証] 

 総体的な理解度，また動向トレンドの調査については，学内ファカルティ・デベロップメント

(FD)制度の一環で，統計処理・サポート体制の充実している授業評価アンケートを利用する。 

 最終試験結果から，学生の理解度，目標の達成度，成績結果の妥当性等をチェックするだけで

なく，成績と入学試験成績との関係，出席状況との相関等についても，学内 FD 制度を利用して

調査する。 
 なお，一般性を高めるため，成績の総合評価としては GPA 制度を用いる。 

 また，これらの分析結果は授業の達成度として記録し，一定の範囲内で担当者へのフィードバ

ックを行う。 
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ACTION   [カリキュラムと授業の改善] 

 相対評価を行うわけではないが，それぞれの科目履修を効果的に進行させるため，2 割程度の

不合格を想定して，授業を進める。それ以下が想定される場合はより高度，より深い学習を，以

上の場合は反復を含めた学習の徹底など，目標を再設定する。各学習ステップで最終不合格を想

定し，反映させる。 

 内部での評価とその反映を質保証の仕組みの中心と考える。内部とは，教員個人，フィールド

および学科であり，教室会議，フィールド別サブ会議，実験・実習担当会議とその構成員を意味

する。 
また，有識者等を加えた評価委員会を組織し，意見を聴取し，改善に活かす方策も重要である。 

 学生の意欲を高める，興味を起こさせることは最も大切な課題であり，そのために授業の内容，

形態を検討し，常に改良することが重要である。 

 

３）既存学科との関係 

 法政大学工学部は，平成 20 年 4 月に理工学部と生命科学部に改組した。理工学部は，機械工

学科，電気電子工学科，応用情報工学科，経営システム工学科の技術系 4 学科からなり，理の深

い素養を持ち，「ものづくり」に携わることができる自立したエンジニアを育てることを目標と

している。具体的には，機械工学科では機械のものづくり，電気電子工学科では電気関連のもの

づくり，応用情報工学科ではＩＴ系のものづくり，経営システム工学科ではマネージメントから

のものづくり，それぞれを目標とした特徴のある教育を行っている。 

  本学科は，これら工学系の既設学科と並行して教育をおこなうため，カリキュラムは既設学科

の教養科目，理系基礎科目そして専門科目に影響をあたえないように構成した。理工学部全体の

物理系基礎教育については，本学科の徹底した教育体系，カリキュラムを既設学科の科目充実の

試行モデルと考え，理工学部としてめざすべきカリキュラム，体制作りをおこないたい。 

 
(a)理工学部設置趣旨との整合性 

 「ものづくり」は，技術・応用の立場からの教育であるが，これに事象・現象の解明・理解と

いう，科学の立場からの体系的な教育を融合することにより，強力な「科学・技術」の教育が完

成する。創生科学科は，この科学の教育を「科学のみちすじ」と位置づけ，教育する。そして同

じキャンパス環境で，専門的な応用としての「ものづくり」の教育を担当する技術・工学系の学

科と協同し，解明と利用が相補的に融合した理工学部をめざす。 

 

(b) 未完成学部を変更する理由 

・教育の質保証への対応  

  理工学部設置は平成 19 年申請であったが，すでに述べたように，その後，平成 20 年 12 月に

学士課程教育における学士力重視の答申がなされている。教育体系の立て直しと発展が「学士

力」によって明示されたことにより，これに対応した教育課程を構築したうえで，国際的に通用

する人材を育てる教育を担う創生科学科の設立が急務である。さらに，本学

 

科の設置は，理学に

関わる科目群を他学科に対して公開し，相互に乗り入れることにより，「理学」の厚みを一層持

たせ理工学部全体の教育条件を大きく向上させるものである。 

・理工学の展開  

  理工学部設置以降にも，地球環境の問題，資源枯渇の問題は進行し，平成 20 年には急激な経

済変動がおこるなど，自然・社会の状況が激変している。また細胞・遺伝子の研究発展，年金問

題，「人の死」定義などでも大きな動きがあった。これらの問題で，従来型の技術者，指導者の
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限界と問題点が露呈され，この反省と対応は急務である。技術者としても，単なるものづくりで

はなく，事象の解明，予測も守備範囲とする基礎とコアスキルを持ち，理系・文系を問わず多方

面に展開できる知識と技術を持つ必要がある。もちろん，個々の技術者，研究者単独の活動には

限界があり，当然，集団を構成し，コミュニケーションをはかりつつ協同して進むことが必要と

なるが，既設の理工学部は，工学技術としてのものづくりの教育の強化が図られてはいるが，自

然や社会の分野での教育に重点はおかれてはいないため，それらの分野への教育の展開が急務と

なった。平成 22 年には，日本学術会議の提言を受け，総合科学技術会議は，科学技術が Science 

based Technology ではなく Science and Technology であることを明確化するため，「科学・技

術」と「・」を入れる方針を示した(学術会議日本の展望委員会「第４期科学技術基本計画への

日本学術会議の提言」平成 21 年 11 月 26 日，ならびに 科学技術総合会議  基本政策専門委員

会 資料 3「「科学・技術」について」および第 4 回基本政策専門調査会議事録，平成 22 年 1 月

27 日)。「科学・技術」と科学と技術の間に「・」をいれることにより，科学と技術の目的，役

割，歴史などの違いをより明確にすることによって，相補性の認識を高め，ともに発展させるべ

きとの方針が政府から示されたわけである。理工学部における創生科学科は，その中の「科学」

の部分を担当するものであり，他学科に対して，理学に関わる科目群を公開し相互に乗り入れる

ことにより，理工学部全体の教育条件を大きく向上させるものである。 

【資料８： 「第４期科学技術基本計画への日本学術会議の提言 学術会議日本の展望委員会】 

 

・既設学科の教育との関係 

 教員，設備を含め，完成年度に達していない既設学科の教育とは干渉しない体制をとる必要が

ある。また必修を重視するなど本学科の教育の対応・体制は，既設学科と異なるため，それが既

設学科にとっても試行のモデルとなりうる。 

 

・教育の多様化 

 既設学科とは，分野が大きく異なるため，新しく教員を確保する必要がある。今まで 比較的に

手薄であった物理系教員

 

が新たに加わることにより，将来の自然科学系の教育の充実が期待でき

る。教養系教員が創生科学科に加入して充実される専門分野の教育・研究の成果も，既設学科の

教養教育等の活性化につなげることができる。また，学部の教員数そして学生数の増加は，分野

の広さ，多様化をもたらし，学部の新しい質的に異なった発展につながる。 

 

ウ 学科等の名称及び学位の名称    

 

 理工学部に創生科学科を設置し，学部の教育研究理念である設置目的(「持続可能な社会の発

展を目指した感性豊かな創造性に富んだ未来を切り拓く自立型技術者，研究者を育成する」)の一層

の前進をはかる。「深い教養」と「真の独創性」の育成という理工学部の教育方針と融合し，こ

れを発展させつつ，理系・文系の科学領域を横断した教育により学士力の向上をはかり，21 世紀

型人材の育成をおこなう。学科名称にある「創生」は，広範な「科学」領域に前進，展開，アド

バンスすることを表明するものであり，英語名称では，教育の内容をより明示する" Department 
of Advanced Sciences"とする。 

 広範な分野に適応する技術者を育成し，さらに理工学部他学科の分野と協同して理工学の発展

を図るという中心的方針は，理工学部の方針と一致する。従って，学位は理工学部の他学科と同

じ「学士(理工学)」とする。理工学部全体の入学定員５１０名のうち創生科学科の定員を１００

名とする。 
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エ 教育課程の編成の考え方及び特色  

 
 本学科では，カリキュラム全体を，教養科目と専門科目に分ける。後者は，学部共通科目を除

き，実験・演習，卒業研究プロジェクトを含めて，専門基礎科目，専門基幹科目，専門展開科目

として構成し，１年次から４年次までの教育体系とする。教養科目と学部共通科目は，理工学部

の他学科とカリキュラム構成を共通化する。ただし，英語またはその他の外国語１ヵ国語を１年

次から３年次まで必修とする。教養科目では，広範な基礎的知識の獲得をめざす。理系教養科目で

ある物理，数学は，低学年次の専門科目と位置づけ，必修とする。また，理工学部の一部の既設の科

目を自由科目とする。 

 専門基礎科目では，物理学と数学の学習により，科学的な判断力・認識力を体系的に習得する。

科学的論理的思考を育成するため，物理学では，特に概念・法則の重要性を徹底する。「創生科

学入門」は，科学諸概念の導入を目的とする科目である。また計測や統計確率系科目を設置し，

数値，量の概念を学習する。 

 専門基幹科目では，「科学のみちすじ」の枠組みを体得する。具体的な課題に即して，測定，

実験，調査を通し，これらの手法を学習する。対象の数学モデルの構築，シミュレーション，そ

の結果の分析や評価に必要な知識・手法を習得する。さらに，科学・技術の歴史 (物質，自然，

人間，知能への対応，考え方の変遷) を学習し，「科学の原理」および「科学のみちすじ」の構

造を理解する。これにより，全学習科目の社会的歴史的な意義を理解させ，学生のモチベーショ

ンを上げ，学習効率を高める。 

 専門展開科目では，創生科学が掲げる「科学の原理」を４つのフィールドに体系的に適用し，

「科学の構造」・「科学の原理」の方法を習得するとともに，それに必要な具体的な知識・技能

を学ぶ。それぞれのフィールド領域で「科学のみちすじ」がどのように適用できるかを実例・実

践を通して体得する。学習と応用を確実なものとするため，実験，演習，卒業研究プロジェクト

等が配置される。 
 1，2 年次の創生科学基礎実験 I, II, IIIは，体験・実践的な教育を目的としており，おもに

物理実験を通した汎用技法の習得と現象の理解を目的とする。物質，自然，人間フィールド領域

では，課題に対して，(1) 理論の学習，(2) モデル・仮説の構築，(3) 実験の企画・準備・練習，

(4) 実際の実験，(5) 解析と評価，モデル・仮説の検証，モデルの再構築，(6) 発表とレポート

作成といった基本的な段階を学習させる。実験の条件設定をグループごとにさまざまに設定し，

結果の相違点・共通点を比較させることで，理解を深め，同時に結果を伝達し共有する能力を学

ぶ。 

1，2 年次の創生科学基礎演習 I, II, III では，実際の情報技術を介した知識・技術を習得す

る目的から，知能・知識の表現・操作・習得・創造の各過程を学ぶ。情報技術の果たす役割は大

きく，知能フィールドでは，基礎となるプログラミング技術および概念を習得する。知能・知識

操作の構築と設計を涵養するため，処理効率を意識しつつ，適切な設計方針・設計手法を選択で

きる能力を習得する。さらに，この過程で学んだ手続きや方法を現実の問題に適用する能力を体

得する。同時に，既存のさまざまな操作手法の組み合せ方式を学ぶ。拡張性，再利用性に配慮し

た開発で生ずるさまざまな問題に対処する方法を理解し，グループで開発する実習体験を重ねる。 

 高学年での創生科学実験では，物質，自然，人間，知能フィールドの専任教員により，環境測

定・天文観測，人間系の実験・調査・フィールドワーク・検査，シミュレーション，ＩＴ技術な

どについて現実の問題を直接取り扱う。また卒業研究プロジェクトでは，学生が主体となり，長

期間をかけて，テーマを設定し目標を遂行していく。低学年での演習・実験とは異なり，学生の自主

性により目標が自発的，発見的に拡大していくよう指導する。また専門領域の異なる複数教員が協同

する場合もある。表３に，創生科学科の主要科目の構成を示す。 
【資料９：表３ 創生科学科の主要科目の構成】 

【資料１０： 理工学部創生科学科カリキュラム構成図】 
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オ 教員組織の編成の考え方及び特色  

 

 創生科学科の教育は，物理，数理系の科目を基本とし，物質，自然，人間，知能に展開する。

そのため，物理系教員とともに，数理・知能・情報を担当する工学系教員，人間・社会を担当と

する文系教員等により教員組織を構成する。理工学部の改組の形で作られるため，教員の過半数

は，理工学部所属およびその母体である工学部所属の教員であり，それに新採用の教員７名が加

わる。 

 専任教員は，総計 23 名と多い。これは，学部をまたがって教育を担う語学，教養教育担当教

員が 11 名と多く含まれるためである。専任となる語学担当教員はダブルメジャーとして文系分

野の専門を持っており，自身の専門領域において学科の教育と運営に参加する。教員の年齢構成

は，40 歳代 6名，50歳代 10名，60 歳代 7名となる。うち，女性教員は 5名である。 

 新任 3 名を含む物理系教員は 4 名(女性 1 名)であり，すべて理学博士または博士(理学)をもち，

実験物理，物性科学，観測科学，シミュレーションを含む理論科学を専門分野として，物理系科

目全般，実験等の教育を中心となって担当する。特に宇宙科学では，宇宙観測，観測機器開発，

宇宙理論に直接または間接に関係する専門教員が３名おり，物質，自然にまたがる分野，数理解

析分野の充実を図る。 

  新任 3 名を含む工学系教員はすべて博士の学位を持つ。主として数学，数理，知能情報分野を

担当し，また，全体の実験，演習等も担当する。 

  新任 1 名を含む文系教員は 8 名であり，2 名を除き，さまざまな博士号を有し，人文・社会系

の多岐の分野ならびに外国語に展開している。 

なお，工学系，文系教員は，理工学部全体および他学科の専門科目，教養科目，外国語科目も

担当する。 

逆に，一部の理工学部他学科の教員が，その専門分野を生かし，本学科の科目の一部を担当

する。これにより他学科との積極的な教育の交流をはかる。 

 本学科の教育の基本思想は，教養科目，専門科目の区分けを取り払い，連続，連携した教育を，

学科の専任教員，他学科等の兼担教員，そして兼任教員が，一体のチームとして行うことにある。

高学年次での４フィールドも，思想，知識，スキルのすべてを学ぶ趣旨であり，いわゆる独立し

たコースではない。教員は，主たる担当分野を持つが，そこだけの責を負うのではなく，他分野

でも個々のスキル，知識を生かし協力する。シラバス，教授内容，教授方法，評価方法，また学

生の情報も，可能な限り共有する。 

 

 

カ 教育方法，履修指導方法及び卒業要件  

 

１）教育方法の概要と履修指導 

 創生科学科では，理工学部の「深い教養」と「真の独創性」の育成という理念を融合・発展さ

せつつ，科学のみちすじを柱に，物質，自然，人間，知能領域をフィールドに，学士力に基づく

学士課程教育をおこなう。 
構成科目は，必修科目，選択科目，自由科目から構成されている。必修科目によって育成され

るスキルに対する共通の基盤を確保した上で，科目選択を強力に指導することにより，高い専門

性を養う。 

 外国語科目では，習熟度別，双方向の教育を行う。高学年までのコースを設けており，何語を

選択するかは本人の意志による。 

 広範な分野に通じることを目的とし，物質，自然，人間，知能の４フィールドの展開科目のう
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ち，基本とする１科目は必修である。さらに志望するフィールドについては，残りの展開科目の

選択科目のすべてを履修することを推奨する。 

低学年次での創生科学基礎実験，創生科学基礎演習では，複数教員＋複数 TA＋補助員の指導の

もと，複数グループに分かれ，複数テーマを並行しておこなう。1 テーマに 2 回以上(2 週)をか

け，テーマごとに深い洞察と技術習得をめざす。 

 高学年次の創生科学実験は，数名程度のグループに分かれ，ローテーションで複数の教員の指

導を受け，実際の実験，調査，演習を行う。 

 卒業研究プロジェクトでは，それまでの体験から学生希望で担当教員を決め，統一的，継続的

な指導を行う。 

 

２）進級・卒業要件 

 卒業所要単位は124単位である。教養科目は 42単位以上とし，このうち英語・選択語学系を18

単位以上(うち必修8単位，選択10単位以上)，人文・社会・自然科学・保健体育・リテラシー系

を12単位以上，理系教養科目を12単位(うち数学系8単位，物理系4単位）以上を修得しなければ

ならない。専門科目は82単位以上を習得するが，うち必修は40単位(学部共通科目必修2単位を含

む)である。 

 4年次へ進級する者は，教養科目，専門科目を問わず90単位以上を修得，かつ英語科目８単位

以上を修得していなければならない。 

 

３）履修のモデル 

 表４に，フィールドまたは進路ごとに要求される履修科目のモデルを示す。 
履修申請科目を母数とする GPA の導入による厳格な成績評価を実施する。また他大学の授業科

目の履修については行わない。 

また，さらに高度な専門的技術者・研究者へ発展するために学内外の大学院に進学することを

積極的に薦める。 
【資料１１：表４ 履修モデル】 

 

 

キ 施設，設備等の整備計画  

 

 現在，法政大学小金井キャンパス（以下「小金井キャンパス」）では，再開発計画が進行して

おり，既に供用されている東館，西館，南館に加え，平成 22 年度末に北館が完成することによ

り，計画される新築校舎がすべて完成する。その後，旧校舎を解体し，中庭・グランド等を整備

することにより，平成 23年 12月末までに再開発計画の完了を迎える計画である。 

教室は，おもに東館，西館にあり，小金井キャンパスに設置されている理工学部，生命科学部，

情報科学部が共有して運用している。また，教室の他にも全学部が使用するゼミナール室，学科

共同また学科専用の学生実験室，教員研究室，共同実験室，会議室，事務室などを有している。

その他，学生施設として，図書館が南館，食堂が東館，体育館兼講堂が東館に，学生フロアは各

館に分散しており，学生生活には支障が生じない。創生科学科の設置により必要となる施設は，

教室，ゼミナール室，学生実験室，教員研究室，共同実験室，会議室，事務室等であるが，理工

学部の 1学科として，小金井キャンパス再開発計画の中で必要施設は整備されている。 
小金井キャンパスには，大学設置基準上，校舎面積として算入される施設面積が 54,879.30 ㎡

確保されており，収容定員増(400 名)を見込んだ創生科学科の設置に伴う校舎面積の不足は生じ

ない。さらに，学科専用の施設として，教員研究室，学生演習室，学生実験室（1,610 ㎡）を段

階的に整備していく計画であり，教育研究を実践していく上での支障は全くない。 
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ク 入学者選抜の概要  

 

 創生科学科は， 

（１）理科の興味を延ばし，科学を探求したい 

（２）ものづくりの工学のため，科学・技術の基本を身につけたい 

（３）人間，社会の勉強のために，科学の知識，技法を身につけたい 

という目的意識を持つ学生を受け入れる。 

 選抜入試制度は，理工学部の他学科と同じとし，(1) 一般入試，(2) 指定校制推薦入試，(3) 
付属校推薦入試，(4) 統一日程入試，(5) 大学入試センター試験利用入試，(6) 帰国生入試，

(7) 外国留学生入試，(8) スポーツに優れたものの特別推薦入試により行う。これらの選抜入試

は多様ではあるが，これまで法政大学工学部から理工学部に引き継がれ，実施されてきたもので

あり，豊富な情報と実施ノウハウの蓄積を有し，一定の評価を得ている。そのため，たとえば一

般入試を他の学科と共通に実施しても，科目の点数配分などを変更することによって，上記のよ

うな志望学生を選抜することが可能である。一般入試の科目は，英語，数学，理科の 3 教科であ

る。なお時間的制約により，初年度については，(2)指定校推薦入試，(6) 帰国生入試，(7) 外
国留学生入試，(8) スポーツに優れたものの特別推薦入試は行わない。 

選抜以前の準備として，学生の関心を喚起することが重要である。科学への探究心，理科に興

味を持つ高校生は多く，物理の教育を中心にすえた創生科学科への関心は高いと考える。また将

来文系の仕事につきたいが，そのためのスキルとして，科学・技術を身につけたいと考える高校

生の関心も高いであろう。一方，理科への興味はおおいにあるが，数学，物理の教科でつまずき，

物理系への進学を断念する高校生もいる。また進学校ではないために高校での理科教育が実質的

に不足し，理工系への進学をあきらめる学生も多い。これらの学生であっても，明確な学習意欲

があれば，積極的に受験生として掘り起こすべきである。本学科では，数学，理科の基本的理念，

技術をゼロからあらためて教育する方針であるため，受験スキルや受験知識に長けている必要は

ない。理解が評価水準をこえていればよい。そのような学生の掘り起しは重要である。このため，

付属校および指定校などを中心とした高大連携，オープンキャンパス，受験相談会，講演会など

を重視する。 

 

 

ケ 管理運営  

 

 理工学部の既存学科と同一の形態をとる。すなわち，学部教授会のもと，学科主任を長とし，

教員からなる教室会議を意志決定機関として学科を運営する。学科主任は，所属教員の互選とし，

任期 1 年とするが，再任を妨げない。 
【資料１２： 理工学部教授会規程】 

 

 

コ 自己点検・評価  

 

 本学では，平成 6 年から自己点検・評価委員会を設置していたが，全学的に大規模な点検・評

価を開始したのは平成 12 年からであり，同年度の「法政大学自己点検・評価報告書(平成 13 年 7

月刊行)」により(財)大学基準協会の相互評価を受けた。 

  平成 14 年から平成 16 年の間は，毎年，平成 12 年度の報告書をベースにして，各部門におけ
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る「改善改革実施状況」を取りまとめ，相互評価実施 5 年目に要求される「相互評価に関する改

善報告書」への準備作業とした。平成 16 年の学校教育法の改正により，大学は 7 年以内に 1 回，

文部科学省の認証を受けた認証評価機関から評価を受けることが義務づけられることとなった。

この改正を機に，本学は平成 17 年度に全学的な点検・評価を実施し，平成 18 年度の申請を行っ

た。点検評価項目は，同協会でもうけられている 15 項目に加え，環境問題や研究所といった本

学の特色ある取り組みを加えている。審査の結果，同協会の定める基準に適合しているとの認証

を受けた。その際，同協会から示された各学部・研究所等での到達目標の設定，実行およびその

検証(PDCA サイクル)システム構築の重要性に鑑み，平成 20 年 11 月には「大学評価室」を設置し， 

PDCA サイクルを前提とした新たな自己点検・評価体制を構築し実質化させることで，次期認証評

価に備え，大学の質を社会に対して保証していくこととしている。 

 こうした自己点検・評価活動に並行して，本学は，平成 15 年 2 月に我が国の学校法人ではじ

めて(株)格付投資情報センター(R&Ｉ)の長期優先債務格付 [AA マイナス] を取得し，単に財傍内

容の審査ばかりでなく，教育研究内容や将来への持続可能性が審査され評価されている。また，

平成 15 年 6 月に「法政大学第三者評価委員会」を設置した。「法政大学第三者評価委員会」は，

学外の有識者 8 名に委嘱して独自の第三者評価を受けるために設けたものである。評価は本学の

自己点検・評価を基礎とし，委員会による実地調査と面接により検証することからなる。同委員

会は平成 15 年 6 月から平成 20 年 7 月までに 15 回の審議および各キャンバス視察を行っている。 
 現在，毎年の自己点検だけでなく，平成 24 年度の認証評価に向けての準備作業も開始してい

る。未完成ではあるが，理工学部では，工学部から継続して自己点検・評価委員会を設置し作業

をおこない，内部での評価，検討，改良を始めている。本学科は，理工学部内の学科として，こ

れらに参加する。 

 

 

サ 情報の提供  

 

 教員の研究内容や社会的活動，業績等は「法政大学学術研究データベース」を通じて一般に公

開しており，本学部の教員もこのデータベースに情報を公開している (http://kenkyu-

web.i.hosei.ac.jp/scripts/websearch/index.htm)。本学部の教育内容や教育活動に関する情報

は，Web シラバス等を通じて開示している。教育活動の評価については，平成 6 年度から施行し

ている「学生による授業評価アンケート」等により実施する。その結果の概要は「FD 推進センタ

ー」ホームページに公開されている。 

また， 法令に従い，人材養成目的その他の教育研究上の目的の公表(大学設置基準第 2 条の 2)， 

授業の方法・内容，年間授業計画，成績評価基準，卒業認定基準の学生に対する明示(大学設置

基準第 25 条の 2)，自己点検・評価の結果の公表(学校教育法第 109 条)を行うほか，学生や保護

者が適切に情報を得られるようにするとともに，学校教育法で定められた目的を実現するための

教育研究等を行う公的な教育機関として，その活動や取り組みについて，社会に対して説明責任

を果たすことに努めている。さらに，小金井キャンパス(理工学部等)では独自の取り組みとして，

学科の活動内容，教員の業績と活動内容をあらわす「はけのみち」の刊行，学部・学科ホームペ

ージでの発信，研究紀要である「研究集報」，「小金井論集」の刊行を行っている。 

あわせて，学校法人としては，情報を積極的に公開すること，ならびに情報の管理に関して必

要な事項を「学校法人法政大学情報公開規程」に定めており，本法人の公共性や社会的責任を明

確にすることに積極的に取り組んでいる。 

【資料１３： 学校法人法政大学情報公開規程】 
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シ 授業内容方法の改善を図るための組織的な取組  

 

  教育の内容及び方法の改善を図るため，本学では平成 15 年 11 月に「全学 FD 推進委員会」を

組織し，教育の質向上に向けて踏み出した。翌平成 16 年度には全学的に「学生による授業評価

アンケート」を実施し，教員自らが学生の声から「気づき」を得ることを第一の主眼に置いた

「授業評価アンケート」をはじめ，さらなる FD(ファカルティ・ディベロップメント)への社会的

要請に応えるため，平成 17 年 4 月には全学組織として「FD 推進センター」を設置し，専任スタ

ッフを配置のうえ，本格的活動を開始した。学生による授業評価アンケート（平成 21 年度から

「授業改善アンケート」）は実施 7 年目を迎え，9 割程度の高実施率となっている。アンケート

の分析結果は各科目担当教員に対し，個別にフィードバックされ，教員はそれに基づき，授業上

の問題点を分析すると同時に改善策を検討・実施に移すこととなる。ＦＤ推進センターは，学生

による授業評価アンケートのほか，教員による優れた授業の参観，研究・教育活動に関わる財政

支援，教員の国内外留学への支援，国内の教育改善関連の研修会やシンポジウムへの教員派遣の

支援等の活動を行っている。 

 本学科でも，ＦＤ推進センターの活動にあわせて，学科としての組織的な取り組みを行う。授

業評価アンケート等による学生の意見を教室会議で検討し，それぞれの授業へフィードバックす

る。特に分野の近い教員は，授業の内容，進め方，評価方法についての情報を共有する。また教

員や保護者の授業参観を企画する。 
 さらに，教員の研究活動の支援としては，教員への個人研究費の支給(年間 22 万円)，教員・

学生の国内外学会への派遣の補助，教員のサバティカルに相当する在外・国内研究員の制度があ

る。 

【資料１４： ＦＤ推進センター規程】 

 

 

ス 社会的・職業的自立に関する指導および体制  

 

 本学には，毎年約7000名の学生が入学してくる。入学選抜方式の多様化により，学生の進学動機

はさまざまであり，学生の基礎能力にもばらつきが認められる。また，学生の中には，何のために

勉強するのかについて明確な意識を持てないまま大学に進学したため，講義室と自宅を単純に往復

して時間を過ごす者もいる。社会的・職業的自立（就業力）という観点から学生を見たとき，｢でき

る学生｣と｢できない学生｣の格差が拡大していることは否めない。本学では，この状態を放置できな

いという認識から，全国に先駆けて平成15年度に発足したキャリアデザイン学部での実績をふまえ

て，平成18年度に多摩キャンパス，平成20年度に市ヶ谷キャンパスの学生を対象に正課科目「キャ

リアデザイン入門」，小金井キャンパスに正課科目「キャリアデザイン」を開設した。そこでは，

１年次の入学時点から，大学での勉学と自分の人生との関連を考えさせることを目的とし対象学生

の3割強が履修している。また，専門教育の分野でのキャリア教育にも取り組んできた。特に，経営

学部とキャリアデザイン学部では，卒業後の就業を意識させる科目を開設し，学生の就業力向上に

取り組んできている。 

 

 また，本学科における教育課程内の取組として，認定を受ける予定である，中学高校での理系教

員の養成課程は学科の趣旨に一致するものであり，積極的に支援していく。本学科を卒業後に得ら

れる取得免許は，高等学校教諭第一種免許状(数学)，中学校教諭第一種免許状(数学)であり，将来

的には，取得可能な免許教科を広げていくことを検討している。教育課程に設置されている「教育

実習」の他にも，地域学校での授業支援も実施する計画であり，参加学生は学科教員とともに，授

業支援のための準備，評価を行う。さらに，理工学部共通科目「キャリアデザイン」を履修するこ
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とにより，個人のキャリアプランを立て，キャリアデザインを組み立てていくべきかを修得する。

また，同様に設置している「インターンシップ」を履修することにより，責任ある立場での就業体

験が可能であり，将来の職業選択や就職に活かす機会として，自己適正の正しい認識や社会人とし

て必要なマナーや責任感を修得する。さらに「科学技術コミュニケーション演習」を履修すること

により，海外大学での研修も可能となる。 

 
 教育課程外の取組として，キャリアセンターによる総合的なキャリア支援プログラムが行われて

いる。キャリアセンターでは，学生が｢キャリア」を自主的に設計するための能力を育成すること，

自ら選んだ「キャリア」を送るために必要な様々な能力を育成することを目的として，【オリエン

テーションプログラム】１．新入学生の学習能力開発プログラム，２．キャリア意識啓発プログラ

ム 【スキル＆ライセンスプログラム】３．新職業能力基礎プログラム，４．職業専門技能プログ

ラム 【オリエンテーションプログラム】５．キャリアモデル学習プログラム，６．インターンシ

ッププログラム等のキャリア支援を行うなど，他の私立大学とも協力しながら，学生の社会的・職

業的自立に関する取り組みを実践している。 
 
 

以上 



論理的な思考力

俯瞰的な理解力

情報伝達力

物理、数学の基本技法

科学の方法論

物理の原理、概念

観察･調査･観測･実験の技術

諸分野の相違点･共通点

諸分野の原理･発現の理解

理系ジェネラリスト
の要件

学習での獲得

養われる力

情 報 処 理 技 法

評価力と判断力

教 養 力

多分野を俯瞰した学士力

科学のみちすじ

「物質」
（極小の世界）

「自然」
（極大の世界）

「人間」
（社会的世界）

「知能」
（知の世界）

４フィールド

応 用 力

図１．創生科学科で養われる力と理系ジェネラリストの要件
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展 開

理系ジェネラリスト

科学の
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知能･知識技術者
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大学院 研究者

図4. 創生科学科の教育と進路の概念図
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理工学部創生科学科　カリキュラム構成図
１年次  ２年次  ３年次 ４年次

コミュニケーション・ストラテジー アカデミック・ライティング
コンプリヘンシブ・イングリッシュI アカデミック・リーディングI
コンプリヘンシブ・イングリッシュⅡ アカデミック・リーディングⅡ
哲学入門 音楽芸術 企業マネージメント 情報倫理
言語学概論 こころの働き 現代政治学 環境と資源
日本文化論 パーソナリティ キャリアデザイン 宇宙と地球
アジア文化論 知的所有権 法と国家 (日本国憲法を含む） 生命の起源と進化
ヨーロッパ・アメリカ文化論 社会科学の方法論 法と国際社会 (日本国憲法を含む） 生物の多様性
アフリカ文化論 国際関係論 科学技術史 物質科学と先端技術
比較文化論 基礎経済学 先端技術・社会論
映像芸術 応用経済学 技術者倫理
体育実技I 体育実技Ⅲ 健康の科学
体育実技Ⅱ 体育実技Ⅳ

基礎英語 英語中級コミュニケーション 上級英語
基礎ドイツ語I ドイツ語表現 英語中級リーディング 上級フランス語
基礎ドイツ語Ⅱ ドイツ語中級 英語中級ライティング 上級中国語
基礎フランス語I フランス語表現 英語資格試験準備講座
基礎フランス語Ⅱ フランス語中級 フランス語中級リーディング
基礎中国語I 中国語表現 フランス語中級ライティング
基礎中国語Ⅱ 中国語中級 フランス語中級コミュニケーションと文化

基礎スペイン語I スペイン語表現 中国語中級リーディング
基礎スペイン語Ⅱ スペイン語中級 中国語中級ライティング
基礎朝鮮語I 朝鮮語表現 中国語中級コミュニケーションと文化

基礎朝鮮語Ⅱ 朝鮮語中級

情報処理技法
情報リテラシーと表現技術
線形代数学及び演習I
線形代数学及び演習Ⅱ
微分積分学及び演習I
微分積分学及び演習Ⅱ
物理学基礎Ⅰ
物理学基礎II
化学基礎Ⅰ
化学基礎Ⅱ
生物学基礎Ⅰ
生物学基礎Ⅱ
科学実験Ⅰ
科学実験Ⅱ
科学実験Ⅲ
デザインとテクノロジー
自然科学の方法
離散数学 応用数学
確率統計 応用解析

複素数関数論
数値解析
数論
物理学応用Ⅰ
物理学応用Ⅱ

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ言語C ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ言語ＪＡＶＡ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ言語C演習
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ言語C＋＋
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ言語FＯＲＴＲＡＮ

ＰＢＬ
インターンシップ

創生科学入門 離散解析 統計・量子力学モデル
数学基礎演習Ⅰ 電子回路・デバイス 数値計算
物理基礎演習Ⅰ 解析力学 シミュレーション技法
離散構造 統計技法

数学基礎演習Ⅱ
物理学基礎Ⅲ
物理基礎演習Ⅱ
流体と集団運動モデル
量子論
情報処理の制御
情報処理の方式
科学哲学
情報エントロピー
多変量解析
熱力学・統計力学
物理学基礎Ⅳ
計測単位と標準 現象モデリング 創生科学総合演習
移動知能 言語リサーチデザイン
社会と知能 人間・社会リサーチデザイン
フィールドワークとモデル構成 時間・周波数解析
運動モデリング 言語の数理

知識創造
認知心理学
メディアインタラクション
デジタル信号処理
横断型科学手法
時空間構造と座標系
複雑系モデル
集合知能
物質物性 ナノ物質創成
実験センサー技術
物性科学計測
量子エレクトロニクス創成
情報・信号と雑音
光電磁波技術 リモートセンシング科学
宇宙科学計測 計算科学・自然創生
データ発見と仮想天文台
地球科学計測
人間・環境科学分析 環境歴史論
認知動態学
コーパス言語分析
行動科学計測
流通経済システム

システム思考論 知的ロボット
知能創造
生命知能
知識獲得
論理と推論

創生科学基礎実験I 創生科学基礎実験Ⅱ 創生科学実験I 卒業研究プロジェクトⅡ
創生科学基礎演習I 創生科学基礎演習Ⅱ 創生科学実験Ⅱ 卒業研究プロジェクトⅢ

創生科学基礎実験Ⅲ 卒業研究プロジェクトⅠ 卒業論文
創生科学基礎演習Ⅲ

知能

理
系
教
養
科
目

教
養
科
目

英語科目

人文・社会・
自然科学系

保健体育系

選択語学系

リテラシー系

数学系

展
開
科
目

演習実験卒業研究

専
門
教
育
科
目

ビジネス英語

文章作法
科学技術コミュニケーション演習

理科系

自然

人間

学
部
共
通
科
目

物理系

基礎科目

基幹科目

物質

 科目区分

キャリア系

導入系

数学系

情報系
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